
（令和8年1月5日作成）

令 和 ８ 年 度

主　な　事　業　の　概　要

天　草　広　域　連　合



【総務企画部門】 【消防部門】

　（一般管理費） 　（常備消防費）

　　①イントラネットシステム機器等更新事業 P　１ 　　①ネット１１９緊急通報システム事業 P１２

　　②電話通訳センターを介した三者間同時通訳事業 P１３

　（介護保険認定審査事業費） 　　③医療関係者間コミュニケーションアプリを活用した P１４

　　②介護保険認定審査事業 P　２ 　　　医療情報共有システム事業

　　④消防備品等整備事業 P１５

【環境衛生部門】 　　⑤消防職員資格取得事業 P１６

　（本渡地区清掃センター費）

　　①ごみ処理事業（施設運転管理・運転補助業務委託費） P　３ 　（消防施設費）

　　②ごみ処理事業（廃棄物運搬・処分業務委託費） P　４ 　　⑥消防施設整備事業 P１７

　　③ごみ処理事業（補修工事費） P　５

　（松島地区清掃センター費）

　　④ごみ処理事業（施設運転管理業務委託費） P　６

　　⑤ごみ処理事業（廃棄物運搬・処分業務委託費） P　７

　　⑥ごみ処理事業（補修工事費） P　８

　（最終処分場費）

　　⑦ごみ処理事業（新白洲最終処分場施設解体事業費） P　９

　（廃棄物再生処理施設費）

　　⑧ごみ処理事業（施設運転管理・運転補助業務委託費） P１０

　（施設整備費）

　　⑨新ごみ処理施設整備事業 P１１

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

◇◆◇◆◇　目　次　◇◆◇◆◇

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・



令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 2
項 1
目 1

区分 区分 金　　額

節 節 金　　額

17

所 属 事務局　総務企画課 総務管理費

部 門 総務企画部門 総務費

事 業 名 称 ① イントラネットシステム機器等更新事業
一般管理費

予　   算  　 書 　Ｐ１１　～　P１２
事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　平成２５年度　～　

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金 連　　合　　債 そ 　の 　他

2,436 17,8072,436

名　　　　　　 称

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額

内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額

細 節 等 名 称

備品購入費 2,436

目

的

・

効

果

事

業

の

●目的
・長期財政計画に基づき、導入６年目でメーカー保証ができなくなったPROXYサーバー※
の更新により、セキュリティ強化を図り、安全な通信等を行う。（※内部ネットワークから外
部インターネットへの中継を行うサーバーで、危険なサイトへのアクセスをブロック、標準
型攻撃を防ぎ、WEBアクセスログを保存することで内部からの情報漏洩対策となる機器）
●効果
・機器の更新を行うことでサイバー攻撃等のリスクを回避し、安全な事務運用が出来る。

事

業

内

容

　PROXYサーバー機器購入費　　　　　　　　　　2,436千円

（

成

果

）

取

組

状

況

備

　
　
　
　
考

決算額

1,663
7,956
2,544

911
3,355

11,919
1,981

年度 事業内容等

イントラネットバージョンアップ業務委託料
イントラネット機器購入費Ｒ元年度
パソコン購入費（24台）

Ｒ３年度 PROXYサーバー機器購入費
ホームページバージョンアップ業務委託料

パソコン購入費（19台）
Ｒ７年度 イントラネット機器購入費
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令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 3
項 1
目 1

区分 区分 金　　額

国

節 節 金　　額

1 12 8,664
4 13 93
8 17 18,425
10 18 14,272
11

○審査会場6箇所（天草広域連合事務所、牛深市民病院、天草西保健福祉センター、
大矢野総合体育館、松島会場、苓北町役場）
○介護認定審査会委員数：126名（医療分野委員：64名、福祉分野委員：39名、保健分
野委員：23名（令和7年4月1日現在）

目

的

・

効

果

事

業

の

●目的
・介護保険法の趣旨に基づき、関係市町と連携し、公正・公平な介護認定審査事務を行
うとともに、持続性のある効率的な運営を推進することを目的とする。
●効果
・天草圏域内の統一した認定審査判断基準を適用することで、公正・公平な判定が可能
となっている。
・一括した審査事務により、効率的な事務運営が図られている。

事

業

内

容

業
費
内
訳

予
算
の
事

（

成

果

）

取

組

状

況

備

　
　
　
　
考

報酬 10,395

役務費 89
主な事業内容
○審査会を171回開催し、審査総件数は6,013件を予定（35.2件／回）
○介護認定審査会システム運用支援・・・（委託料：4,397千円）
○介護認定審査会システム保守・・・（委託料：231千円）
○介護認定審査会システム改修業務・・・（委託料：1,755千円）
○介護認定調査員タブレット端末保守・・・（委託料：2,281千円）
○介護認定調査員タブレット端末購入・・・（備品購入費：18,425千円）

需用費 46 負担金補助及び交付金

細 節 等 名 称 金　　額 細 節 等 名 称

備品購入費

委託料

共済費 152 使用料及び賃借料

旅費 870

43,794 73,666

内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額 名　　　　　　 称

新しい地方経済・生活環境創生交付金 9,212

53,006 9,212

事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　平成１１年度　～　令和　　年度

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金 連　　合　　債 そ 　の 　他

事 業 名 称 ② 介護保険認定審査事業
介護保険認定審査事業費

予　   算  　 書 　Ｐ１３　～　P

所 属 事務局　総務企画課 社会福祉費

部 門 総務部門 民生費
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令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 4
項 1
目 2

区分 区分 金　　額

節 節 金　　額

12

事 業 名 称 ①
ごみ処理事業
（施設運転管理・運転補助業務委託費）

本渡地区清掃センター費

予　   算  　 書 　Ｐ１５

部 門 環境衛生部門 衛生費

所 属 事務局　環境衛生課 清掃費

連　　合　　債 そ 　の 　他

173,857

事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　平成１２年度　～　令和　３年度

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金

173,857 146,361

内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額 名　　　　　　 称

目

的

・

効

果

事

業

の

●目的
・本渡地区清掃センター可燃施設及び粗大施設の運転管理を民間委託により行
うことで、効率的かつ合理的な運営と経費削減、適正運転による公害発生防止
を図る。
●効果
・民間委託により、事務の効率化や合理化、及び安定した施設の運転管理が図
られる。

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額 細 節 等 名 称

委託料 173,857

事

業

内

容

○可燃及び粗大ごみ施設運転管理・運転補助業務委託料（債務負担行為）

〈運転管理業務〉令和８～１０年度 500,223千円
　　運転要員 21名（1名は再生と兼務）　 令和８年度分 166,741千円
〈運転補助業務〉令和８～１０年度  23,187千円
　　運転補助派遣要員 2名 　　　　　    令和８年度分   7,116千円

　※施設老朽化による処理能力の低下に対し適切な運転管理及び補助を行う。

（

成

果

）

取

組

状

況

備

　
　
　
　
考

決算額

134,787

135,769

146,361

146,361

146,361 （見込）

Ｒ５年度 施設運転管理・運転補助業務委託

Ｒ６年度 施設運転管理・運転補助業務委託

Ｒ７年度 施設運転管理・運転補助業務委託

Ｒ３年度 施設運転管理・運転補助業務委託

Ｒ４年度 施設運転管理・運転補助業務委託

年度 事業内容等

21名(1名は再生と兼務) 2名

R５年度

R７年度

21名(1名は再生と兼務) 2名

R６年度 21名(1名は再生と兼務) 2名

　　　　　　　[運転要員実績]

年度 運転管理 運転補助年度 台数（うち一般）

R２年度 56,640(39,729)

R３年度 56,705(39,897)

R４年度 56,214(39,442)

R５年度 45,369(28,090)

R６年度 36,535(19,676) 料金改定

　[施設持ち込み台数実績]
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令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 4
項 1
目 2

区分 区分 金　　額

節 節 金　　額

12

事 業 名 称 ②
ごみ処理事業
（廃棄物運搬・処分業務委託費）

本渡地区清掃センター費

予　   算  　 書 　Ｐ１６

部 門 環境衛生部門 衛生費

所 属 事務局　環境衛生課 清掃費

連　　合　　債 そ 　の 　他

110,279

事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　平成１２年度　～　令和　３年度

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金

110,279 110,279

内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額 名　　　　　　 称

目

的

・

効

果

事

業

の

●目的
・本渡地区清掃センター可燃施設の焼却過程で発生する燃え殻（主灰）と、排ガ
スから除去されたばいじん（飛灰）、及び不燃物残渣を民間の最終処分場におい
て適正に埋立て処分を行う。
●効果
・廃掃法に基づき、最終生成物の適正処分が図られる。

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額 細 節 等 名 称

委託料 110,279

事

業

内

容

○廃棄物運搬・処分業務委託料（債務負担行為）  ※単価契約

〈運搬業務〉 令和５～９年度 209,175千円（限度額）
　　飛灰：㈱福岡産業、主灰・不燃物残渣：㈱成和開発　  令和８年度分 43,115千円
　
〈処分業務〉 令和５～９年度 333,820千円（限度額）
　　飛灰・主灰・不燃物残渣：㈱松岡環境開発　 　　　   令和８年度分 67,164千円

（

成

果

）

取

組

状

況

備

　
　
　
　
考

年度 事業内容等 処分先 決算額

Ｒ３年度 廃棄物運搬・処分業務委託 ㈲オー・エス収集センター 97,190

Ｒ４年度 廃棄物運搬・処分業務委託 ㈲オー・エス収集センター 100,728

Ｒ５年度 廃棄物運搬・処分業務委託 ㈱松岡環境開発ほか 127,250

Ｒ６年度 廃棄物運搬・処分業務委託 ㈱松岡環境開発ほか 120,540

Ｒ７年度 廃棄物運搬・処分業務委託 ㈱松岡環境開発 110,279 （見込）
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令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 4
項 1
目 2

区分 区分 金　　額

節 節 金　　額

14

所 属 事務局　環境衛生課 清掃費

部 門 環境衛生部門 衛生費

事 業 名 称 ③ ごみ処理事業（補修工事費）
本渡地区清掃センター費

予　   算  　 書 　Ｐ１６
事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　平成１２年度　～　令和　３年度

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金 連　　合　　債 そ 　の 　他

230,142 273,562230,142

名　　　　　　 称

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額

内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額

細 節 等 名 称

工事請負費 230,142

目

的

・

効

果

事

業

の

●目的
・本渡地区清掃センターの施設延命化を図るため、計画的な設備更新による機能
の維持と処理能力の確保を目的に、焼却炉耐火物補修工事他１４件を実施す
る。
●効果
・定期点検等により計画的な維持補修を行うことで、長期に渡る安定的な稼働と、
維持管理コストの平準化が図られる。

事

業

内

容

１.焼却炉耐火物補修工事（フリーボード部の耐火物補修）　　　　　　   39,479千円
２.白煙防止用空気加熱器エレメント製造工事(3号炉2番・3番製造)　 　   15,950千円
３.白煙防止用空気加熱器エレメント取替工事(3号炉2番・3番取替)   　   20,337千円
４.制御盤PLCほか整備補修工事（PLC更新、空気圧縮機整備等）       　　57,750千円
５.クレーン整備補修工事（年次点検、消耗部品交換整備）　　　　   　　 8,811千円
６.混錬成形機整備補修工事（灰固化処理装置部品取替等）　　 　 　　　 17,530千円
７.給じんシュート取替工事（給じんシュート底板） 　　　　　　　　 　 17,215千円
８.誘引通風機インバータ―取替工事（3系分）ほか７件　　　　　　　　　11,209千円

（

成

果

）

取

組

状

況

備

　
　
　
　
考

決算額

152,755

183,118

166,775

341,928

295,659 （見込）

Ｒ６年度 焼却炉耐火物補修工事ほか１４件

Ｒ７年度 焼却炉耐火物補修工事ほか１７件

Ｒ３年度 焼却炉耐火物補修工事ほか　９件

Ｒ４年度 焼却炉耐火物補修工事ほか１２件

Ｒ５年度 焼却炉耐火物補修工事ほか　８件

年度 事業内容等
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令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 4
項 1
目 3

区分 区分 金　　額

節 節 金　　額

12

事 業 名 称 ④
ごみ処理事業
（施設運転管理業務委託費）

松島地区清掃センター費

予　   算  　 書 　Ｐ１７

部 門 環境衛生部門 衛生費

所 属 事務局　環境衛生課 清掃費

連　　合　　債 そ 　の 　他

111,573

事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　平成８年度　～　令和　３年度

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金

111,573 79,301

内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額 名　　　　　　 称

目

的

・

効

果

事

業

の

●目的
・松島地区清掃センター可燃施設及び粗大施設の運転管理を民間委託により行
うことで、効率的かつ合理的な運営と経費削減、適正運転による公害発生防止
を図る。
●効果
・民間委託により、事務の効率化や合理化、及び安定した施設の運転管理が図
られる。

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額 細 節 等 名 称

委託料 111,573

事

業

内

容

○可燃及び粗大ごみ施設運転管理業務委託料（債務負担行為）

〈運転管理業務〉令和８～１０年度　334,719千円（限度額）
　　運転要員 19名　  令和８年度分 111,573千円

※施設老朽化により著しく処理能力が低下しており、焼却時間を延長して焼却処理
量を確保する必要がある。（平日8h→12h、休日8h）

（

成

果

）

取

組

状

況

備

　
　
　
　
考

決算額

67,539

67,540

74,668

74,668

79,301 （見込）

R６年度 施設運転管理業務委託

R７年度 施設運転管理業務委託

R４年度 施設運転管理業務委託

R５年度 施設運転管理業務委託

R３年度 施設運転管理業務委託

年度 事業内容等
年度 台数（うち一般）

R２年度 25,522(17,232)

R３年度 23,309(14,970)

R４年度 24,405(15,982)

R５年度 26,174(17,755)

R６年度 20,327(12,568) 料金改定

　[施設持ち込み台数実績] [運転管理要員実績]

R５年度 18名

R６年度 19名

年度 運転管理

R４年度 18名
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令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 4
項 1
目 3

区分 区分 金　　額

節 節 金　　額

12

所 属 事務局　環境衛生課 清掃費

部 門 環境衛生部門 衛生費

事 業 名 称 ⑤
ごみ処理事業
（廃棄物運搬・処分業務委託費）

松島地区清掃センター費

予　   算  　 書 　Ｐ１７
事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　平成８年度　～　令和　３年度

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金 連　　合　　債 そ 　の 　他

58,612 58,61258,612

名　　　　　　 称

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額

内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額

細 節 等 名 称

委託料 58,612

目

的

・

効

果

事

業

の

●目的
・松島地区清掃センター可燃施設の焼却過程で発生する燃え殻（主灰）と、排ガ
スから除去されたばいじん（飛灰）、及び不燃物残渣を民間の最終処分場におい
て適正に埋立て処分を行う。
●効果
・廃掃法に基づき、最終生成物の適正処分が図られる。

事

業

内

容

○廃棄物運搬・処分業務委託料（債務負担行為）  ※単価契約

〈運搬業務〉令和５～９年度 121,325千円（限度額）
　　飛灰・主灰・不燃物残渣：㈱クリーン開発　 　 令和８年度分 24,265千円
　
〈処分業務〉令和５～９年度 171,735千円（限度額）
　　飛灰・主灰・不燃物残渣：㈱松岡環境開発　    令和８年度分 34,347千円

（

成

果

）

取

組

状

況

備

　
　
　
　
考

年度 事業内容等 処分先 決算額

Ｒ３年度 廃棄物運搬・処分業務委託 ㈲オー・エス収集センター 46,149

Ｒ４年度 廃棄物運搬・処分業務委託 ㈲オー・エス収集センター 52,839

Ｒ５年度 廃棄物運搬・処分業務委託 ㈱松岡環境開発 53,684

Ｒ６年度 廃棄物運搬・処分業務委託 ㈱松岡環境開発 54,085

Ｒ７年度 廃棄物運搬・処分業務委託 ㈱松岡環境開発 58,612 （見込）
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令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 4
項 1
目 3

区分 区分 金　　額

節 節 金　　額

14

　

所 属 事務局　環境衛生課 清掃費

部 門 環境衛生部門 衛生費

事 業 名 称 ⑥ ごみ処理事業（補修工事費）
松島地区清掃センター費

予　   算  　 書 　Ｐ１７
事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　平成８年度　～　令和　　年度

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金 連　　合　　債 そ 　の 　他

142,465 150,081142,465

名　　　　　　 称

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額

内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額

細 節 等 名 称

工事請負費 142,465

目

的

・

効

果

事

業

の

●目的
・松島地区清掃センターの施設延命化を図るため、計画的な設備更新による機能
の維持と処理能力の確保を目的に、焼却炉耐火物補修工事他９件を実施する。
●効果
・定期点検等により計画的な維持補修を行うことで、長期に渡る安定的な稼働と、
維持管理コストの平準化が図られる。

事

業

内

容

１.焼却炉耐火物補修工事(1号炉ガス冷却部、後燃焼帯壁ほか） 　20,900千円
２.白煙防止用空気加熱器エレメント製造工事(1号2号炉本体)　   18,040千円
３.白煙防止用空気加熱器エレメント取替工事(1号2号炉本体)     19,932千円
４.ごみ・灰クレーン整備補修工事（年次点検、部品交換）        9,350千円
５.ＤＣＳ部品更新工事(PCS部品交換、浸水事故灰出設備復旧)    40,172千円
６.場内監視システム更新工事(中制室内モニター・カメラ更新) 　19,147千円
７.白防送風機補修工事（1号本体・モーター取替）ほか３件　 　  5,830千円

（

成

果

）

取

組

状

況

備

　
　
　
　
考

決算額

112,998

104,755

133,926

142,593

185,092 （見込）

年度 事業内容等

Ｒ６年度 焼却炉耐火物補修工事ほか　７件

Ｒ７年度 焼却炉耐火物補修工事ほか１４件

Ｒ３年度 焼却炉耐火物補修工事ほか　９件

Ｒ４年度 焼却炉耐火物補修工事ほか１０件

Ｒ５年度 焼却炉耐火物補修工事ほか　８件
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令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 4
項 1
目 4

区分 区分 金　　額

節 節 金　　額

14

所 属 事務局　環境衛生課 清掃費

部 門 環境衛生部門 衛生費

事 業 名 称 ⑦
ごみ処理事業
（新白洲最終処分場施設解体事業費）

最終処分場費

予　   算  　 書 　Ｐ１８
事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　平成１０年度　～　令和　３年度

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金 連　　合　　債 そ 　の 　他

153,171 101,994153,171

名　　　　　　 称

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額

内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額

細 節 等 名 称

工事請負費 153,171

目

的

・

効

果

事

業

の

●目的
・新白洲一般廃棄物最終処分場施設の廃止に伴い、協定に基づく天草市への譲
渡及び、円滑な跡地利活用の推進のため、不要となった浸出水処理施設の解体
を行う。
●効果
・処分場跡地の有効活用について、天草市栖本まちづくり協議会の跡地利用検
討部会において多面的な検討ができる。

事

業

内

容

○新白洲一般廃棄物最終処分場施設解体（第二期）工事　 153,171千円
　・仮設工、内部足場、アスベスト除去、躯体解体、外構土木

（

成

果

）

取

組

状

況

備

　
　
　
　
考

年度 決算額

R５年度 78,193

R６年度 0

R７年度 59,147 （見込）

最終処分場屋外集水ポンプ電気盤製造工事（R7へ繰越）

最終処分場施設解体（第一期）工事ほか

事業内容等

施設解体設計業務委託、施設内清掃業務委託
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令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 4
項 1
目 5

区分 区分 金　　額

節 節 金　　額

12

30,10737,717

事 業 名 称 ⑧
ごみ処理事業
（施設運転管理・運転補助業務委託費）

廃棄物再生処理施設費

予　   算  　 書 　Ｐ１８

部 門 環境衛生部門 衛生費

所 属 事務局　環境衛生課 清掃費

事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　平成１０年度　～　令和　３年度

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金 連　　合　　債 そ 　の 　他

37,717

委託料 37,717

内
訳

財
源

目

的

・

効

果

事

業

の

●目的
・廃棄物再生処理施設（リサイクルセンター・ストックヤード）の選別業務を民間委
託により行うことで、効率的かつ合理的な運営と経費削減を図る。
●効果
・民間委託により、事務の効率化や合理化、及び安定した施設の運転管理が図
られる。

事

業

内

容

○廃棄物再生処理施設運転管理・運転補助業務委託料（債務負担行為）
〈運転管理業務〉令和８～１０年度  92,772千円（限度額）
　　令和８年度分
　　　本渡リサイクルセンター 運転要員 4名(1名は可燃粗大と兼務)  18,527千円
　　　松島ストックヤード　　 運転要員 2名        　 　　　　　  12,397千円
〈運転補助業務〉令和８～１０年度  22,130千円（限度額）
　　令和８年度分
　　　本渡リサイクルセンター  運転補助派遣要員 2名　　　　　　 　6,793千円

（

成

果

）

取

組

状

況

備

　
　
　
　
考

名　　　　　　 称 金　　額 名　　　　　　 称

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額 細 節 等 名 称

R６年度 4名(1名可燃・不燃と兼務) 2名 2名

R７年度 4名(1名可燃・不燃と兼務) 2名 2名

松島ストックヤード 本渡リサイクル

R５年度 4名(1名可燃・不燃と兼務) 2名 2名

　　　　　　[運転要員実績]

年度
運転管理 運転補助

本渡リサイクル

年度 決算額

R３年度 30,796

R４年度 30,795

R５年度 30,107

R６年度 30,107

R７年度 30,107 （見込）

本渡(リサイクルセンター)施設運転管理補助・松島(ストックヤード)施設運転管理業務

本渡(リサイクルセンター)施設運転管理補助・松島(ストックヤード)施設運転管理業務

本渡(リサイクルセンター)施設運転管理補助・松島(ストックヤード)施設運転管理業務

本渡(リサイクルセンター)施設運転管理補助・松島(ストックヤード)施設運転管理業務

本渡(リサイクルセンター)施設運転管理補助・松島(ストックヤード)施設運転管理業務

事業内容等
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令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 4
項 1
目 6

区分 区分 金　　額

国
節 節 金　　額

12

18

事 業 名 称 ⑨ 新ごみ処理施設整備事業
施設整備費

予　   算  　 書 　Ｐ１８　～　P１９

部 門 環境衛生部門 衛生費

所 属 事務局　環境衛生課 清掃費

連　　合　　債 そ 　の 　他

36,773

事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　平成２４年度　～　令和１３年度

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金

36,773 24,362

内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額 名　　　　　　 称

循環型社会形成推進交付金 0

目

的

・

効

果

事

業

の

●目的
・天草地域のごみ処理を行っている5施設（天草市3か所、連合2か所）の老朽化等
に伴い、施設の統合による広域化を図るため、循環型社会にふさわしい「新ごみ処
理施設」を整備する。
・「新ごみ処理施設整備運営事業」の合意契約解除に伴い、今後、あらたな「新ご
み処理施設整備運営事業」を再構築する必要があるため、引き続き、楠浦町の現
本渡地区清掃センター隣接地を、新施設の建設地として整備事業を進めていく。
　【計画施設 ： ごみ焼却施設、リサイクル施設】
●効果
　施設を１か所に集約することにより、ごみ処理の効率化が図られる。

事

業

内

容

主な業務
○新ごみ処理施設整備基本計画策定業務      13,311千円
○「循環型社会形成推進地域計画」策定業務　  4,467千円
○新ごみ処理施設用地除草業務                     1,035千円

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額 細 節 等 名 称

委託料 18,813
負担金補助及び交付金 17,960

（

成

果

）

取

組

状

況

備

　
　
　
　
考

【事業計画スケジュール】（予定）
 
 R4年度      事業者選定、受水槽配管・設備工事、既設受水槽撤去、
　　　　　　　  土地造成工事着手
 
 R5年度　    土地造成工事、施設本体設計　他
 
 R6年度      新ごみ事業（施設本体他）合意契約解除、基本構想等策定、
                 土地造成工事、北側法面工事
 
 R7年度      新ごみ処理施設用地内除草業務、法定外公共物用途廃止に伴う
　　　　　　　　用地測量、施設整備基本計画策定業務着手

 R8年度　　　施設整備基本計画、「循環型社会形成推進地域計画」策定、
                 施設用地内除草業務

計画地 決算額

91,665

91,242

84,362

63,602

342,142

47,846

476,738

22,805 （見込）

事業者選定、土地造成工事他

R5年度
事業者選定、施設本体設計、施工監理他、

土地造成工事、受水槽解体

R6年度
施工監理、基本構想等策定

土地造成工事、北側法面工事

H28～H30

年度

既存施設精密機能検査業務他、ごみ処理基本計画・地域

計画策定、地形測量、立木調査、不動産鑑定他

R元年度 施設整備基本計画、地質調査、土地造成基本設計他

R2年度 事業者選定、生活環境影響評価、土地造成実施設計他

R3年度
用地取得、生活環境影響評価、事業者選定、

土地造成地伐採、受水槽本体設置

R4年度

有明
H24～R元

年度

候補地選定、地域計画・基本計画策定、環境影響評価業

務、測量、地質調査、土地賃借料他、循環型社会形成推

進交付金返還金、地域振興策

382,258

年度 事業内容等

R7年度
施設用地内除草業務、法定外公共物用途廃止に伴う測量

業務、施設整備基本計画

楠浦
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令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 5 消防費

項 1 消防費

目 1 常備消防費

区分 区分 金　　額

節 節 金　　額

11

事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　令和３年度　～　令和　年度

部 門 消防部門

所 属 消防本部

事 業 名 称 ① ネット１１９緊急通報システム事業
予　   算  　 書 　Ｐ２０

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金 連　　合　　債 そ 　の 　他

262

内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額 名　　　　　　 称

262 262

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額 細 節 等 名 称

役務費 262

●目的
・聴覚や発語に障害のある方のために、スマートフォン等のインターネット接続機能を利
用して簡単な操作で素早く１１９番通報することを目的とする。
（※国の方針 平成３０年度から交付税措置され、当消防本部では令和３年７月から導
入）

●効果
・ネット１１９を導入することにより、障害のある方でも安心して暮らせ、外出先でも容易に
１１９番通報が行える環境が整う。また、管外からの来訪者も利用可能であり、安全で安
心して暮らせるまちに繋がる。

○役務費
　（通信運搬費）
　・ネット１１９使用料　　　　     　　11,000円× 12月　　132,000円
　・ネット１１９専用光回線使用料　10,780円× 12月　　129,360円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　 　　計261,360円

目

的

・

効

果

事

業

の

事

業

内

容

（

成

果

）

取

組

状

況

●令和６年度　通報件数　０件（訓練５１件）
●登録者数　１５４人 (天草市99人・上天草市4４人・苓北町８人・島外3人）
  （R7.9月現在）

●県内の登録状況
　　・熊本市消防局（156人）　　　 ・山鹿市消防本部（13人）
　　・阿蘇消防本部（  3人）　　　　・宇城消防本部　 (23人）
　　・菊池消防本部（23人)　　     ・八代消防本部　(26人）

備

　
　
　
　
考

※対象者数
　聴覚障害者608人（天草市372人・上天草市201人・苓北町35人）

　言語障害者　50人（天草市39人・上天草市５人・苓北町6人）

　合　計　　 　658人（天草市411人・上天草市206人・苓北町41人）

※天草・上天草・苓北　R7.10現在
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令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 5
項 1
目 1

区分 区分 金　　額

節 節 金　　額

11

所 属 消防本部 消防費

部 門 消防部門 消防費

事 業 名 称 ②
電話通訳センターを介した三者間同時通
訳事業

常備消防費

予　   算  　 書 　Ｐ２０
事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　令和２年度　～　令和　　年度

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金 連　　合　　債 そ 　の 　他

132 132132

名　　　　　　 称

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額

内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額

細 節 等 名 称

役務費 132

●目的
近年の在住外国人の増加に伴い、災害現場及び１１９番通報時において多言語対応が

必要であるが電話通訳センターを介することでコミュニケーションの向上を図る。

●効果
外国人に対しても言語の支障なくスムーズな消防・救急のサービスが受けられるように

なる。

○役務費
　（通信運搬費）
　・多言語三者間通訳通話使用料 11,000円×12ヶ月・・・132,000円

 ※３２言語対応

目

的

・

効

果

事

業

の

事

業

内

容

（

成

果

）

取

組

状

況

●令和６年度実績・・・0件（訓練通報１件）
　

備

　
　
　
　
考

【在住外国人数】
　天草市～630人（ベトナム144人、インドネシア138人,フィリピン48人、ミャンマー168人、中
国33人、他99人）
　上天草市～215 人（ベトナム44人、インドネシア55人、フィリピン33人、ミャンマー24人、
中国13人、他46人）
　苓北町～83人（ベトナム44人、ミャンマー22人、中国5人、他12人）
　合計928人（R7.10調）
　※各市町とも東南アジア出身の方が主である。
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令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 5
項 1
目 1

区分 区分 金　　額

節 節 金　　額

11

所 属 消防本部 消防費

部 門 消防部門 消防費

事 業 名 称 ③
医療関係者間コミュニケーションアプリを活用し
た医療情報共有システム事業

常備消防費

予　   算  　 書 　Ｐ２１
事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　令和６年度　～　令和　　年度

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金 連　　合　　債 そ 　の 　他

544 526544

名　　　　　　 称

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額

内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額

細 節 等 名 称

役務費 544

●目的
joinアプリを使用することで、病院到着前に現場画像や負傷・ケガの状況、心電図などの

情報を医療機関と共有できるようになる。またJUST7アプリを導入することで、病院到着前
に短時間で脳卒中の病型を判別できるようになる。

●効果
患者接触時の現場状況、救急車内などから生体モニタ情報、脳卒中判定、12誘導心電

図などの画像情報を病院到着前に共有することで、救命率の向上や適切な医療機関へ
の搬送が可能となる。

○役務費
　（通信運搬費）
　・join利用料（医療機関コミュニケーションアプリ）
　　　　　　　　　　　・・33,000円×12ヶ月・・・・・・ 396,000円
　・JUST7利用料（病院前脳卒中病型判別システム）
　　　　　　　　　　　・・770円×16台×12ヶ月・・・147,840円

目

的

・

効

果

事

業

の

事

業

内

容

（

成

果

）

取

組

状

況

●joinアプリは天草地域医療センター、上天草総合病院、天草慈恵病院、熊本市内の4医
療機関と運用しており救急隊、医療機関の双方から情報が早期に共有でき非常に有用で
あるとの感想を得ている。また、joinアプリは熊本県MC協議会で推奨されており令和７年
度からは県下消防本部が全て導入し、情報共有システムが構築された。
　JUST7アプリは脳疾患と疑われる救急現場では積極的に活用し、joinアプリにて医療機
関に情報共有することで、医療機関の選定と早期の治療準備に繋がっている。

備

　
　
　
　
考

令和６年実績
　救急出動件数　6639件　搬送人員　５８１１人

　Joinアプリ使用実績
　　負傷箇所、現場画像等　　８９回　（外　 傷　５６５件）　１５．７％
　　１２誘導画像　　　　　　　　 ７１回　（心疾患　３４１件）　２０．８％
　　JUST７データ　　　　　　　　５０回　（脳疾患　２７２件）　１８．４％
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令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 5
項 1
目 1

区分 区分 金　　額

節 節 金　　額

17

所 属 消防本部 消防費

部 門 消防部門 消防費

事 業 名 称 ④ 消防備品等整備事業
常備消防費

予　   算  　 書 　Ｐ２１
事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　平成１３年度　～　令和　　年度

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金 連　　合　　債 そ 　の 　他

9,941 10,3979,941

名　　　　　　 称

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額

内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額

細 節 等 名 称

備品購入費 9,941

目

的

・

効

果

事

業

の

●目的
・署所等で使用しているパソコンについて、使用年数の長いものから順次計画的な更新を
行う。また、消防用備品については、老朽化及び災害活動による摩耗、故障、破損が頻
発しているため更新を行う。

●効果
・機器等の更新により安定的な事務運用、また、消防用資機材の整備により、災害現場
での効率的な活動と職員の安全性確保が図られる。

事

業

内

容

○事務用備品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,590千円
　・パソコン(10台)、災害対策室用大型モニター(4台)、脚付きホワイトボード
○消防用備品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8,201千円
　・防火衣、消防ホース、潜水器具、折り畳み式簡易水槽、一眼レフストロボなど
○庁舎備品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・150千円
　・冷蔵庫

（

成

果

）

取

組

状

況

備

　
　
　
　
考

年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

決算額（見込額） 10,239 11,455 11,191 9,717 10,397
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令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 5
項 1
目 1

区分 区分 金　　額

節 節 金　　額

8

10

11

18

※R６年度までの決算額は、救急救命士資格取得に係る入校負担金のみ計上していたもの。

所 属 消防本部 消防費

部 門 消防部門 消防費

事 業 名 称 ⑤ 消防職員資格取得事業
常備消防費

予　   算  　 書 　Ｐ２１
事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　平成１３年度　～　令和　　年度

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金 連　　合　　債 そ 　の 　他

4,984 4,9764,984

内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額 名　　　　　　 称

負担金補助及び交付金 3,410
262

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額 細 節 等 名 称

研修旅費 1,005
研修図書教材費及び被服費 307
手数料

（

成

果

）

取

組

状

況

備

　
　
　
　
考

目

的

・

効

果

事

業

の

●目的
・消防業務に必要な資格等を取得するため、職員２名を派遣し、救急救命士を養成する。

●効果
・消防・救急業務の効率的な活動を確保し、年々増加する救急需要に対して安心安全な
業務提供や、救命率の向上が図られる。

事

業

内

容

●救命士資格取得に係る費用（２名分）
　・旅費・・・研修所入校旅費等　1,004,820円
　・需用費・・・図書教材費等　      146,300円
　　　　　　　　 被服代      　　        160,000円
　・役務費・・・手数料等  　  　       261,800円
　・負担金・・・入校負担金　　     3,410,000円
 
・救急自動車台数１４台に対し、救急救命士２名を搭乗させるためには８６名が必要で
ある。なお救急救命士のうち１６名は、救急自動車に搭乗しない幹部職員、事務職員、
及び指令課職員であるため全体数を１０２名として不足分を養成するもの。

年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

養成人数（人） 2 1 2 2 2

決算額（見込額） 3,410 2,920 3,410 3,410 4,976

救命士数

令和７年４月１日現在

必要数　 １０２名

総　数　     ９３名
不足数　    　 ９名

※（入署時既取得者41名）

- 16 -



令和８年度　主な事業の概要説明資料　
（単位：千円）

款 5
項 1
目 2

区分 区分 金　　額

国

節 節 金　　額

10
17

所 属 消防本部 消防費

部 門 消防部門 消防費

124,078851,815

事 業 名 称 ⑥ 消防施設整備事業
消防施設費

予　   算  　 書 　Ｐ２２
事 業 の 区 分 新規　・　拡充　・　継続 予 算 事 業 年 度 　平成１３年度　～　令和　　年度

事 業 費
特　　　定　　　財　　　源

一　般　財　源
前 年 度 事 業 費
（ 当 初 予 算 額 ）国 庫 支 出 金 県　支　出　金 連　　合　　債 そ 　の 　他

名　　　　　　 称
内
訳

財
源

名　　　　　　 称 金　　額

緊急消防援助隊設備整備費補助金 0

851,815

需用費 1,815
備品購入費 850,000

　

（

成

果

）

取

組

状

況

目

的

・

効

果

事

業

の

●目的
・老朽化した庁舎の設備の改修を行う。
・安定的な消防業務運用のため長期財政計画に基づき指令台の更新を行う。

●効果
・庁舎の設備の機能回復・長寿命化を図る。
・指令台の更新により消防力の維持・充実強化や安定的な消防業務の運用を行い、万全
で効率的活動のための消防体制を図る。

事

業

内

容

〇修繕料
　・五和分署車庫シャッター修繕料・・・・1,815千円
○消防用備品購入費
　・高機能消防指令システム更新・・・850,000千円
　

業
費
内
訳

予
算
の
事

細 節 等 名 称 金　　額 細 節 等 名 称

年度 決算額 事業内容 年度 決算額（見込額） 事業内容
消防救急デジタル無線オーバーホール 光ケーブル修繕料
小型水槽付消防ポンプ自動車（有明・新和） 倉岳分署車庫シャッター修繕料
高規格救急車（南署） 小型水槽付消防ポンプ自動車(松島）
消防救急艇オーバーホール（御所浦） 高規格救急車（北・松島）
小型水槽付消防ポンプ自動車(五和・倉岳） 水槽付消防車（救助資機材）（北）
高規格救急車（新和） 五和分署アスファルト舗装修繕料
人員輸送車支援Ⅲ型（中央） 高機能消防指令システム実施設計業務委託
指揮車支援Ⅳ型（南署） 東天草・松島・倉岳分署庁舎改修工事
小型動力ポンプ付水槽車（中央） 高規格救急車（倉岳・有明）
消防庁舎改修工事（照明、舗装等） 自動心マッサージ器
小型水槽付消防ポンプ自動車(北）
高規格救急車（中央）

259,784

R４年度 256,842

R７年度 124,078

R５年度 90,631

R3年度 191,842
R６年度
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